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＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる三菱重工業株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結財政

状態計算書、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結持分変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結財務

諸表注記について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条により規定さ

れた国際会計基準に準拠して、三菱重工業株式会社及び連結子会社の2022年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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工事契約における売上収益及び受注工事損失引当金に関連した見積り

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

事業 売上収益

エナジー 1,643,374

プラント・インフラ 616,983

防衛・宇宙関連機器 495,372

連結財務諸表注記「３. 重要な会計方針（13）収益」及

び「23. 売上収益」に記載のとおり、三菱重工業株式会社

及び連結子会社では、主にエナジー、プラント・インフラ

及び防衛・宇宙関連機器の各事業において、１年超の長期

にわたって履行義務を充足する工事を手掛けている。当連

結会計年度における各事業の売上収益は以下のとおりであ

り、このうちの一部が、契約ごとの総収益を算定のうえ、

顧客との契約に含まれる履行義務の進捗度に対応して認識

される売上収益である。

（単位：百万円）

工事契約においては、契約対象の財又はサービスに対す

る支配は契約で規定された一定の期間にわたり顧客へ移転

すると判断されるため、、三菱重工業株式会社及び連結子

会社は契約ごとの総収益を算定のうえ、顧客との契約に含

まれる履行義務の進捗度を測定し、これらに対応する売上

収益を認識している。総収益について、性能保証及び納期

保証が付された一部の工事については、顧客への一定の返

金義務が生じることが見込まれている場合には、当該部分

を見積もって収益を減額している。進捗度は、履行義務の

充足を描写する方法により測定しており、主として、履行

義務の充足のために発生した原価が、当該履行義務を完全

に充足するまでに予想される総原価に占める割合に基づき

見積もっている。

また、連結財務諸表注記「18．引当金（１）受注工事損

失関連」に記載のとおり、契約義務履行中の工事の損失に

備えるため、未引渡工事のうち、報告期間の末日現在で損

失の発生可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積も

ることができる工事について、翌連結会計年度以降に発生

が見込まれる損失を引当計上している。当該引当金の当連

結会計年度末残高は97,850百万円である。

総収益及び総原価の見積りは、顧客並びにサプライヤー

との契約において生じうる以下の要因等により変動する可

能性があり、工事契約の中には当該見積りに経営者の重要

な判断を伴う案件が含まれる。

●　総収益の見積りの変動要因

・　製品の納期遅延及び性能未達等による顧客からの損

害賠償請求等

●　総原価の見積りの変動要因

・　製品の仕様変更

・　工程遅延への対応

・　材料、部品等の調達単価の変動

・　性能未達への対応

・　工事における計画していない事象の発生

以上から、当監査法人は、工事契約における売上収益及び

受注工事損失引当金に関連した総収益及び総原価の見積り

の合理性が、当連結会計年度の連結財務諸表監査において

特に重要であり、「監査上の主要な検討事項」の一つに該

当すると判断した。

当監査法人は、工事契約における売上収益及び受注工事

損失引当金に関連した総収益及び総原価の見積りの合理性

を評価した。また、連結子会社が工事契約の主体となる場

合には、当該連結子会社の監査人に監査の実施を指示し、

監査手続の実施結果について報告を受け、十分かつ適切な

監査証拠が入手されているか否かを評価した。当監査法人

及び連結子会社の監査人が実施した主な監査手続は、以下

のとおりである。

(1)内部統制の評価

工事契約に係る総収益及び総原価の見積り並びに工事開

始後の状況変化をモニタリングし、適時適切に見積りに反

映するための統制を含め、内部統制の整備状況及び運用状

況の有効性を評価した。

(2)総収益及び総原価の見積りの合理性の評価

総収益及び総原価の金額的重要性並びに工事契約の契約

条件、工事内容、実行予算と原価実績との差異、実行予算

の見直しの有無及び各工事の進捗状況等の質的重要性を踏

まえて抽出した工事契約に対して、案件の状況に応じて以

下の手続を実施した。

●　総収益及び総原価の見積りについて、責任者への質問

及び資料の閲覧を行うとともに、以下を含む手続を実

施した。

・　総収益の見積りと契約書等との照合

・　総原価の見積りと実行予算等の根拠資料との照合

・　当連結会計年度末における総原価の見積額と当初の

総原価の見積額との比較及び変動理由についての分

析

・　顧客からの損害賠償請求や追加原価等の総収益又は

総原価の変動要因についての、それぞれの見積りへ

の反映状況の確認

　これらの手続の結果を踏まえて、工事契約により求めら

れる納期、性能、仕様及び材料、部品等の調達単価の変動

等に係る重要な前提条件並びにリスク要因を理解した。当

該理解に基づき、総収益及び総原価の見積りにあたり、当

該前提条件及びリスク要因が適切に反映されているか否か

を評価した。

●　主要会議議事録を閲覧し、顧客及びサプライヤーとの

契約条件等の更新状況を把握するとともに、適切な責

任者に質問することにより、総収益及び総原価の見積

りの見直しが必要となる工事の状況に関する変化の有

無について検討した。

●　見積りの見直しが必要と判断された工事について、当

該工事に係る重要な前提条件及びリスク要因等に対す

る今後の見通しや対応方針が、見直し後の総収益及び

総原価の見積りにあたって適切に反映されているか否

かを評価した。
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繰延税金資産の回収可能性

監査上の主要な検討事項の

内容及び決定理由
監査上の対応

三菱重工業株式会社の連結財政状態計算書において、繰

延税金資産が352,261百万円計上されており、これは非流

動資産の15％を占めている。連結財務諸表注記「15．法人

所得税」に記載のとおり、繰延税金負債との相殺前の繰延

税金資産の金額は516,260百万円である。この内数とし

て、子会社及び関連会社並びに共同支配企業に対する投資

の将来減算一時差異に係る繰延税金資産（繰延税金負債と

の相殺前）が160,226百万円計上されている。

連結財務諸表注記「３. 重要な会計方針(17) 法人所得

税」に記載のとおり、繰延税金資産は各報告期間の末日に

見直され、将来減算一時差異及び繰越欠損金を利用できる

だけの課税所得が稼得される可能性が高い範囲内で認識

される。

また、子会社及び関連会社並びに共同支配企業に対する

持分に係る将来減算一時差異については、税務上の影響も

考慮した経営施策に基づき、予測可能な将来の期間に税務

上の損金に算入されることにより解消される可能性が高

いもののみ繰延税金資産が認識される。

当該繰延税金資産の回収可能性判断に用いられる将来

の課税所得見込は、経営者が承認した事業計画を基礎とし

て見積もられる。事業計画には、固定費の削減、新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大による需要及び生産への影

響、並びに主力事業である火力発電システム事業の事業環

境の変化に伴う対応等の主要な前提が含まれる。これらの

前提は、経営者の重要な判断を伴うため、将来の課税所得

の見積りに重要な影響を及ぼす。

また、子会社及び関連会社並びに共同支配企業に対する

持分に係る将来減算一時差異について、予測可能な将来の

期間に解消する可能性が高いとの前提は、経営者の判断に

より重要な影響を受ける。

以上から、当監査法人は、繰延税金資産の回収可能性に

関する判断の妥当性が、当連結会計年度の連結財務諸表監

査において特に重要であり、「監査上の主要な検討事項」

の一つに該当すると判断した。

当監査法人は、繰延税金資産の回収可能性に関する判断

の妥当性を評価するため、主に以下の監査手続を実施し

た。

(1)内部統制の評価

事業計画及び将来の課税所得見込の策定プロセスを含

む、繰延税金資産の回収可能性判断に関連する内部統制の

整備状況及び運用状況の有効性を評価した。

(2)将来の課税所得見込の合理性の評価

将来の課税所得見込の基礎となる事業計画に採用された

主要な前提の適切性を評価するため、主に以下の手続を実

施した。

●　固定費の削減計画について、担当の役職者への質問及

び関連資料の閲覧を行うとともに、過去実績との整合

性を確認することにより、その実行可能性を評価し

た。

●　新型コロナウイルス感染症の感染拡大による需要及び

生産への影響について、当該影響を織り込んだ売上収

益の見込みを、外部情報や統計データ等に基づく傾向

と比較分析した。

●　火力発電システム事業の事業環境の変化に伴う対応に

ついて、当該対応に基づいた同事業の将来の売上収益

の推移の予測を、過去の受注実績及び関連する外部情

報と比較した。また、当該対応に基づいた同事業の将

来の粗利率の改善計画について、担当の役職者への質

問、関連資料の閲覧を行うとともに、過去実績との整

合性を確認することにより、その実行可能性を評価し

た。

(3)子会社等に対する投資に係る将来減算一時差異の解消

予定時期に関する判断の妥当性の評価

子会社等に対する投資のうち、特に重要な投資に係る将

来減算一時差異が、予測可能な将来の期間に解消される可

能性が高いとする経営者の判断の妥当性を評価するため、

主に以下の手続を実施した。

●　当該判断の根拠となった経営施策について、その実行

可能性を評価するため、経営者への質問及び関連資料

の閲覧を行った。

●　当監査法人が属する国内ネットワークファームの税務

専門家を利用して、当該投資の将来減算一時差異の税

務上の取扱いを確認した。
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スチームパワー事業及び製鉄機械事業に関連する非金融資産の減損の要否

監査上の主要な検討事項の

内容及び決定理由
監査上の対応

連結財務諸表注記「３. 重要な会計方針(10) 非金融資

産の減損」に記載のとおり、非金融資産のうち、有形固定

資産及び無形資産については、報告期間の末日に減損の兆

候の有無が判定され、減損の兆候がある場合には減損テス

トが行われる。のれん及び耐用年数を確定できない無形資

産については、年に一度定期的に減損テストが行われるほ

か、減損の兆候がある場合にはその都度、減損テストが行

われる。減損テストの結果、資金生成単位の回収可能価額

が帳簿価額を下回る場合、帳簿価額は回収可能価額まで減

額され、帳簿価額の減少額が減損損失として認識される。

なお、回収可能価額は、資金生成単位の処分費用控除後の

公正価値と使用価値のいずれか高い金額をいう。

連結財務諸表注記「14. 非金融資産の減損(３)のれんの

減損テスト」に記載のとおり、当連結会計年度における減

損テストの結果、４つの主たる資金生成単位に帰属するの

れんに関する減損損失は認識されていない。ただし、スチ

ームパワー及び製鉄機械については、減損テストに使用し

た主要な前提が変動した場合に減損損失が生じる可能性

がある。これらの資金生成単位に含まれる非金融資産は、

減損テストの対象となる非金融資産の総額1,098,289百万

円の一部である。

三菱重工業株式会社は、これらの資金生成単位の減損テ

ストにおける回収可能価額として使用価値を用いており、

使用価値は、過去の経験と外部からの情報を反映し、経営

者が承認した事業計画と成長率を基礎とした将来キャッ

シュ・フローの見積額を現在価値に割り引いて算定してい

る。スチームパワー事業及び製鉄機械事業の事業計画に

は、主にウクライナ情勢に起因する製鉄機械事業への影響

を含む、将来の売上収益及び粗利率の推移、固定費の削減

等の主要な前提が含まれる。これらの前提は、経営者の重

要な判断を伴うため、将来キャッシュ・フローの見積りに

重要な影響を及ぼす。

また、使用価値の測定に用いる成長率及び割引率の見積

りにおいて、計算手法及びインプットデータの選択には経

営者の重要な判断を伴い、これらの判断が使用価値に重要

な影響を与える。

以上から、当監査法人は、スチームパワー事業及び製鉄

機械事業に関連する非金融資産の減損損失の認識の要否

に関する判断の妥当性が、当連結会計年度の連結財務諸表

監査において特に重要であり、「監査上の主要な検討事

項」の一つに該当すると判断した。

当監査法人は、スチームパワー事業及び製鉄機械事業に

関連する非金融資産の減損損失の認識の要否に関する判断

の妥当性を評価するため、以下を含む監査手続を実施し

た。なお、当該手続の一部については、連結子会社の監査

人に実施を指示し、監査手続の実施結果についての報告を

受け、十分かつ適切な監査証拠が入手されているか否かに

ついて評価した。

(1)内部統制の評価

のれんを含む資金生成単位の減損テストにおける使用価

値の測定に関連する内部統制の整備状況及び運用状況の有

効性を評価した。

(2)使用価値の見積りの合理性の評価

使用価値の見積りの合理性を評価するため、事業計画の

主要な前提、成長率及び割引率について、資金生成単位の

状況に応じて以下の手続を実施した。

●　ウクライナ情勢に起因する製鉄機械事業への影響を含

む、将来の売上収益の推移について、過去の受注実績

や将来予測に関する外部及び内部情報との整合性を確

認した。

●　将来の粗利率の推移について、過去実績等からの趨勢

分析を実施した。

●　固定費の削減計画について、その適切性及び実行可能

性を検討するため、担当の役職者への質問、関連する

資料の閲覧及び過去の実績との整合性の確認を実施し

た。

●　成長率について、利用可能な外部データとの整合性を

確認した。

●　割引率について、当監査法人が属する国内ネットワー

クファームの企業価値評価の専門家による見積りとの

比較を実施した。

●　成長率及び割引率並びに各資金生成単位の事業計画の

主要な前提を変動させた場合の減損損失の認識の要否

に関する判断に与える影響について検討した。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、国際会計基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運

用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、経営者が清算若しくは事業停止の意図があるか、又はそれ以外に現実的

な代替案がない場合を除いて、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評価し、国

際会計基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連

結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか

を評価する。

・連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意

見に対して責任を負う。
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監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止され

ている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると

合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、三菱重工業株式会社の2022年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、三菱重工業株式会社が2022年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責

任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した

内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。
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　※１．上記の監査報告書の原本は当社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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独立監査人の監査報告書

2022年６月29日

三 菱 重 工 業 株 式 会 社

取締役社長　　泉　澤　清　次　殿

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 金　井　沢　治

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 田　中　賢　二

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 丸　田　健太郎

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる三菱重工業株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの2021年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三菱重工

業株式会社の2022年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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工事契約における売上高及び受注工事損失引当金に関連した見積り

監査上の主要な検討事項の

内容及び決定理由
監査上の対応

注記事項（収益認識関係）に記載のとおり、三菱重工業株

式会社では、１年超の長期にわたって履行義務を充足する工

事を手掛けている。当事業年度の損益計算書において計上さ

れた三菱重工業株式会社の売上高は1,233,413百万円であ

り、このうちの一部が、契約ごとの総収益を算定のうえ、顧

客との契約に含まれる履行義務の進捗度に対応して認識され

る売上高である。工事契約に係る売上高の認識方法は、連結

財務諸表における当該契約に係る売上収益の認識方法と同様

である。

また、注記事項（重要な会計方針）３．引当金の計上基準

（４）受注工事損失引当金に記載のとおり、連結財務諸表に

おける会計処理と同様に、受注工事の損失に備えるため、未

引渡工事のうち、当事業年度末で損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積もることができる工事につい

て、翌事業年度以降に発生が見込まれる損失が引当計上され

る。当該引当金の当事業年度末残高は48,946百万円である。

当該売上高及び受注工事損失引当金に関連した総収益及

び総原価の見積りは、連結財務諸表の監査報告書に記載さ

れている監査上の主要な検討事項「工事契約における売上

収益及び受注工事損失引当金に関連した見積り」に記載さ

れた各種要因によって変動する可能性があり、工事契約の

中には当該見積りに経営者の重要な判断を伴う案件が含ま

れる。

以上から、当監査法人は、工事契約における売上高及び受

注工事損失引当金に関連した総収益及び総原価の見積りの合

理性が、当事業年度の財務諸表監査において特に重要であ

り、「監査上の主要な検討事項」の一つに該当すると判断し

た。

　連結財務諸表の監査報告書において、「工事契約にお

ける売上収益及び受注工事損失引当金に関連した見積

り」が監査上の主要な検討事項に該当すると判断し、監

査上の対応について記載している。

当該記載内容は、連結子会社が工事契約の主体となる

場合の監査上の対応に関する記載を除き、財務諸表監査

における監査上の対応と実質的に同一の内容であること

から、監査上の対応に関する具体的な記載を省略してい

る。

繰延税金資産の回収可能性

財務諸表の監査報告書で記載すべき監査上の主要な検討事項「繰延税金資産の回収可能性」は、連結財務諸表の監査

報告書に記載されている監査上の主要な検討事項「繰延税金資産の回収可能性」と実質的に同一の内容である。このた

め、財務諸表の監査報告書ではこれに関する記載を省略している。
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スチームパワー事業に関連する固定資産の減損の要否

監査上の主要な検討事項の

内容及び決定理由
監査上の対応

三菱重工業株式会社の貸借対照表には、有形固定資産

及び無形固定資産等が、497,259百万円計上されている。

これには、注記事項（重要な会計上の見積り）１．固定

資産の減損に記載のとおり、スチームパワー事業をはじ

めとする減損の兆候がある一部事業に関連する固定資産

が含まれる。減損の兆候を識別した資産又は資産グルー

プについては、割引前将来キャッシュ・フロー総額を見

積もって、当該資産又は資産グループの帳簿価額と比較

することにより、減損損失の認識の要否を判定する必要

がある。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの

総額が帳簿価額を下回り、減損損失の認識が必要となっ

た場合、帳簿価額は回収可能価額まで減額され、帳簿価

額の減少額は減損損失として認識される。

三菱重工業株式会社は、スチームパワー事業に関連す

る資産グループについて減損の兆候が存在するものの、

減損損失の認識の要否を判定した結果、減損損失を認識

していない。ただし、当該資産グループについて、翌事

業年度以降において、減損損失の認識の要否の判定に使

用した主要な前提が変動した場合に、減損損失が生じる

可能性がある。

減損損失の認識の要否の判定にあたっては、過去の経

験と外部からの情報を反映し、経営者が承認した事業計

画を基礎とした割引前将来キャッシュ・フローの総額を

帳簿価額と比較している。スチームパワー事業の事業計

画には、主に将来のサービス売上高の推移及び固定費の

削減等の主要な前提が含まれる。これらの前提は、経営

者の重要な判断を伴うため、将来キャッシュ・フローの

見積りに重要な影響を及ぼす。

以上から、当監査法人は、スチームパワー事業に関連

する固定資産の減損損失の認識の要否に関する判断の妥

当性が、当事業年度の財務諸表監査において特に重要で

あり、「監査上の主要な検討事項」の一つに該当すると

判断した。

当監査法人は、スチームパワー事業に関連する固定資産

の減損損失の認識の要否に関する判断の妥当性を評価する

ため、以下を含む監査手続を実施した。

(1)内部統制の評価

資産グループの減損損失の認識の要否の判定における割

引前将来キャッシュ・フローの測定に関連する内部統制の

整備状況及び運用状況の有効性を評価した。

(2)割引前将来キャッシュ・フローの見積りの合理性の評価

割引前将来キャッシュ・フローの見積りの合理性を評価

するため、スチームパワー事業の事業計画の主要な前提に

ついて、以下の手続を実施した。

●　将来のサービス売上高の推移について、過去の受注実

績や将来予測に関する外部情報及び内部情報との整合

性を確認した。

●　固定費の削減計画について、その適切性及び実行可能

性を検討するため、担当の役職者への質問、関連する資

料の閲覧及び過去の実績との整合性の確認を実施した。

また、スチームパワー事業の事業計画の主要な前提を事

業計画期間以降も含めて変動させた場合の、減損損失の認

識の要否に関する判断に与える影響について検討した。
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関係会社株式の評価

監査上の主要な検討事項の

内容及び決定理由

監査上の対応

三菱重工業株式会社の貸借対照表に計上されている関

係会社株式688,624百万円には、注記事項（重要な会計

上の見積り）２．投資有価証券及び関係会社株式の回収

可能価額に記載のとおり、株式取得時に認識された超過

収益力（のれん）や、保有資産の現在価値等を加味した

持分相当純資産価額（以下、金融商品会計に関する実務

指針92項に従い、本価額を「実質価額」という。）が、

取得原価の50%以下になっている関係会社に対する投資

50,703百万円が含まれている。

関係会社に対する投資等、市場価格のない株式等につい

ては、当該株式の発行会社の財政状態の悪化により「実質価

額」が著しく低下したときには、回復可能性が十分な証拠によ

って裏付けられる場合を除いて、評価損の認識が必要とな

る。

「実質価額」が取得原価の50%以下になっている関係会社

においては、新型コロナウイルス感染症による関連市場の落

ち込みに起因する売上高の減少等により、収益性が低下して

いる。経営者は当該関係会社の将来の事業計画に基づいて

「実質価額」の回復可能性が十分な証拠によって裏付けられ

ていると判断し、評価損を認識していない。ただし、今後の市

況の変化等により実績が事業計画を下回った場合には、翌事

業年度以降に評価損の計上が必要となる可能性がある。

上記の経営者による回復可能性の評価の基礎となる事業

計画には、将来の売上高の推移や製造用部品の内製化によ

る外注費の削減等の主要な前提が含まれる。これらの前提

は、経営者の重要な判断を伴うため、「実質価額」の回復可能

性の判断に重要な影響を及ぼす。

以上から、当監査法人は、関係会社株式の評価損計上の

要否に関する判断の妥当性が、当事業年度の財務諸表監査

において特に重要であり、「監査上の主要な検討事項」の一

つに該当すると判断した。

当監査法人は、関係会社株式の評価損計上の要否に関す

る判断の妥当性を評価するため、主に以下の手続を実施した。

(1)内部統制の評価

関係会社株式の評価損計上の要否の判定に関連する内部

統制の整備状況及び運用状況の有効性を評価した。

評価に当たっては、適切な三菱重工業株式会社における

承認プロセスを経た事業計画の策定に係る統制、及び当該

事業計画に基づいて「実質価額」の回復可能性の判断を行

うための統制に、特に焦点を当てた。

(2)「実質価額」の回復可能性の判断の妥当性の検討

回復可能性の評価の対象となった関係会社の事業計画

の作成に当たって採用された、主要な前提の適切性を評

価するため、その根拠について、経営者及び事業の責任

者に対して質問したほか、主に以下の手続を実施した。

●　　将来の売上高の推移について、外部機関が公表している

関連する市場データと比較した。

●　　製造用部品の内製化による外注費の削減計画につい

て、特に変動費の削減効果に関連する資料を閲覧し、根

拠資料と照合した。

また、当該関係会社の事業計画の主要な前提を変動させ

た場合の、「実質価額」の回復可能性の判断に与える影響

について検討した。

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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※１．上記の監査報告書の原本は当社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付

ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項

付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事

象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査

上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場

合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

取締役社長 泉澤清次及び取締役常務執行役員 小澤壽人は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用の責

任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係

る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の改訂について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組み

に準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用している。

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合

理的な範囲で達成しようとするものである。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性がある。

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度（2021年度）の末日である2022年3月31日を基準日として行われ

ており、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠した。

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を

行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定している。当該業務プロセスの評価におい

ては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、

当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行った。

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定した。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及

び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社、連結子会社91社を対象として行った全社的な内部統制の評価

結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定した。なお、連結子会社165社及び持分法

適用会社33社については、金額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に

含めていない。

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、財務報告の信頼性に対する金額的及び質的影響の重要性を

考慮し、当社及び連結子会社29社を「重要な事業拠点」とした。重要な事業拠点の選定に当っては、重要な事業拠

点の前連結会計年度の売上高（連結会社間取引消去後）の合計額が、前連結会計年度の連結売上高の概ね３分の２

に達することを確認している。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目とし

て、売上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象とした。さらに、重要な虚偽記載の発生可能性

が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている業務に係る業

務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加している。

３【評価結果に関する事項】

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断した。

４【付記事項】

該当事項なし。

５【特記事項】

該当事項なし。

2022/07/01 15:35:45／21804610_三菱重工業株式会社_有価証券報告書（通常方式）




